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34.室蘭地域商業近代化をめぐる課題
Issues related to Commercial Modernization Pl田 1995in Muroran町 ea
大坂谷吉行
Y oshiyuki Osakaya 
Commercial Modernization Plan in Muroran was made on March 
1995. It was made under cooperation study among Muroran 
Institute of Technology， Takugin Research Institute and 
Ml'roran Chamber of Commerce & Industry. Part，icipation.System 
was introduced in. plan making and caused. earnestdiscussion 
to revitalizeand characterize each commercial area. The new 
plan designated Nakajima as Central Commercial Zone based on 
population decrease， trend of consumer's behavior andso on. 
KeyworM: commercial.modcrnization， follow-up， participation 
商業近代化計画、商業者参加方式、計画フォロ 7 'Yプ
1.研究の背景と目的
室蘭市は、道央圏(札幌市が中心〉の南端に位置し、
北海道の14支庁のうち、胆振支庁の所在地であり、 20圏
の広域生活圏のうち、西胆振広域生、活圏の中心都市であ
る。東胆振広域生活圏の中心都市は苫小牧市である。
室蘭市は、新日銭、日本製鋼所(日鏑Jを基幹産業に
明治以降、日本の近代化とともに成長を続けできたが、
1971年のドルショッ夕、 1973年の第l次石油危機、 1979
年の第2次石油危機による基幹産業の相次ぐ合理化によ
り、図← 1に示すように人口が著しぐ減少した。 1969年
のピーク時の 183千人が1994年には 113千人に減少し、
25年間の人口減少率は38.3%に達し、北海道内の34市の
中でほ、旧産炭都市に次ぐ減少率であった。最盛期に4
基あった新日銭の高炉はl基となり、その存続すらも危
ぶまれたが、 1994年4丹に三菱製鋼e新日織の合弁会社
室蘭特殊鋼が操業を開始し、人口減少が鈍化した。しか
し、人口は高齢化と少子化の進行により、毎年1.500人
程度減少している。人口減少の最大要因は基幹産業の合
理化であったが、室蘭市に隣接する登別市鷲別地区への
住宅立地(室蘭市からの住み替え)も人口減少に拍車を
かけた。こうした人口減少は、人口伝比例する商業、と
りわけ小売業に大きな打撃を与えた。
室蘭市は、絵鞠半島部と室蘭岳山麓部で構成され、多
くの沢ごとに分断された住宅地が形成され、それらの住
宅地に商底街が張り付いたという歴史がある。室蘭市の
行政区域は9地区に分かれ、各々に商庖街がある。
前回の商業近代化計画(1985年3月)!)が、その後の
急速な経済社会情勢め変化及び人口減少や人口分布の変
化によって、現状にそぐわない点が多いことや計画に盛
り込まれながら実現したものが少ないことから、見直し
が必要になった。なお、前回の計画は、l 中島地区、中央
地区、輪西地区の3地区が対象て'あった。
こうした情勢を受け、中島地区、中央地区、輪西地区
に東地区と本輪西地区を加えた5地区を対象として、平
成6年度に新しい『室閑地域商業近代化計画.1.0995年
3月)引が策定された。(対象地区を図 2に示す。)
本研究の目的は、同計画の策定をめぐる問題点や課題
を明らかにするとともに「計画の完成はゴールでなく、
近代化のスタ トにすぎない」という認識の下で、計画
の実現に向けた動きと諜題を明らかにすることである。
2 商業近代化計画策定の経緯
新しい『室蘭地域商業近代化計画』の策定業務は、図
-3に示すように①室蘭商工会議所と室蘭工業大学の共
同研究と②室蘭商工会議所からコンサルタントへの委託
業務を組み合わせ、③大学が全体を調整する方式で、実
施されており、全国的にも珍しい事例と言える。また、
前年度に大学と商工会議所の予備共同研究として、 『商
庖街ヒアリン夕、による問題点と課題の把握』と『消費者
動向調査 1.1を実施した。今回の計画業務をこのような
方式で進めた理由は、前回の計画(3地区対象)はコン
サルタント3社が各社1地区ずつを担当してパラ色の絵
を描き、その結果、計画に盛り込まれながら実現したも
のが少なかっlたことや全体を調整する組織(人)が不在
のために室蘭市全体の商業ビジョンが暖昧になったこと
への反省からである。今回は、大学が商工会議所、各商
正会員 室蘭工業大学建設システム工学科 (MuroranInstitute ofTechnology) 
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図ー l 室蘭市の人口推移(国勢調査及び推計)
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庖街、室蘭市との調整をしながら、コン
サルタントと密接に連絡や調整をとって
分担を決め、報告書も分担執筆した。
計画策定にあたっては、市発行の統計
書、建物現況調査等の既存資料をできる
限り利用するとともに、独自の調査とし
て、 『経営者アンケ ト調査』、 『消費
者動向調査IU、 『来街者アンケ ト調
査』及び『空き地・空き庖舗現況調査』
を実施した。(分担は図-3を参照)
消費者動向調査を2回行った理由は、
1994年3月18日に室蘭市に東隣の登別市
鷲別地区(図 2参照〕に開倍した『登
別サティ』の影響を開庖前と開庖後の比
較から把握するためであり、鷲別地区の
住民も調査対象とした。
図-3の各地区分科会と商庖街の関係
を説明すると、商庖街委員 00名程度〉
が「原案と分科会の意見」を持ち帰り、
商庖街メンバ に説明し、意見を集約し
て一定期限内に商工会議所に提出する。
会議所は5地区の意見をまとめて、室蘭
市の意見とともに大学、コンサルタント
に提出して次のステップに進めた。
5地区と対象地区が多いため、委員会
と分科会の開催回数は、 1994年5月から
95年2月の10カ月で合計36回に達した。
各地区分科会は商業者委員が10名前後い
るので午後7時から開催され、 5地区あ
るため月~金と連続し、閉会後に本音を
聴く場が設定され、全てに出席した主務
責任者にとって肉体的・精神的にもキツ
イ業務であった。
今回の計画の場合、原案作成者は、室
蘭市、商工会議所、五つの商腐街の7者
を相手に、意見を取捨選択しながら調整
する必要があり、また、策定委員会の発
表-1 委員会・分科会の開催回数
商業近代化計画策定委員会 3回
総合企画調整分科会 5団
地区分科会(5回x5地区)2 5回
|東地区臨時分科会 l回
5地区合同分科会 2回
足から実質9カ月の短期間に報告書を執筆する条件があ
り、かなり厳しい業務であった。それが成功したのは、
7者の協力のたまものであるが、商業者の積極的な参加
方式を擁立し、徹底した論議を踏まえて意見を鼎甘い
大学とコンサルタントが報告書にまとめたことによる。
3 室蘭市の商業ビジョン
表-2から室蘭市民の買物先を時系列でみると、室蘭
市の自市内吸引率が、昭和59年の96.7%から平成6年6
表 2 室蘭市民の買物先の時系列変化
地区名 平成 6 年 平成元年 昭和59年
6月下旬 3月上旬
祝津 2.2 % 1. 4 % 1.0 % 1.8 % 
中央 13.0 % 15.9. % 18.5 % 24.8 % 
母恋 3.5 % 4.2 % 3.7 % 5.8 % 
輪西 5.3 % 6.2 % 3.0' % 5.4 % I 
東 7.8 % 12.4 % 13.8 % 11. 2、%1
中島 46.2 % 40.7 % 44.2 -% 35.7 % I 
品砂 3.6 % 3.8 % 3.3 % 4.1 % I 
本輸西 4.4 % 3.5 % 3.2 % 4.3 % 
白鳥台 4.2 % 5.0 % 3.2 % 3.6 % 
室田l市合計 90.4 % 93.1 % 93.9 % 96.7 % 
鷲別 5.6 % 2.7 % f. -)なし f. -)なし
登別市合計 5.8 % 3.5 % 2.9 % 1.1 % 
札幌市など 3.8 % 3.4 % 3.2 % 1.6 % 
fs E十 100.0 % 100~O % 100.0 % 100.0 % 
表-3 登別サティ関庖前後の白地区吸引率の変化
結 合 1. 最寄品 l 貰回品
開底的 l閑居後 i閉居間 i閉居後 l同居前 l閉居後
祝湾 13.5明斗 19.5%1 3!.7%1 40.0%1 1.l%1 6.2% 
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現在
月の90.4%に低下している。また、札幌市への流出も見
られる。(1.6%→3.8%と流出が増えている。〕
東組振広域生活圏では苫小牧市郊外にパワーセンター
『カウボイ』が開府し、駅前に『丸井今井』デノぞ ト
が1995年9月に開庖した。
西胆振広域生活圏は室蘭市、登別市、伊達市と 5町村
で構成される。室蘭市の東隣の登別市鷲別地区にニチイ
系の『登別サティJが1994年3月18日に開庖し、同地区
の幹線道路沿道型の商業ゾーンのシェア が拡大してい
る。表 3から『登別サティ』の閲庖前 (3月上旬)と
開庖後(6月下旬)を比較すると、鷲別地区の自区内吸
引率が36.1%から55.0%と大幅に上昇している。また、
登別市幌別地区に協同組合方式のショヤピングセンタ
『アニス』が1994年12月に開}古した。
伊達市では国道37号沿道にダイエ一等の大型庖が立地
する一方、中心市街地ではシンボルロ ドの整備事業に
併せて小売商届街近代化事業が行われ、伊達市の自市内
吸引率が上昇している。
室蘭市全体の商業ビジョンを考える場合、札幌市や苫
小牧市の存在を考慮する必要がある。図-4に示したよ
うに趨勢にまかせると、将来・ 1の構図が危f具される。
それに対抗するには、l 噴火湾共生圏の確立や西胆振広域
生活閣の活性化という方向の下で、室蘭市の中心商業地
を明確にすることが重要であり、その考え方を示したの
のが、図-4の将来・ 2と言える。
室蘭市の商業の生き残り戦略としては、他の広域生活
圏に対抗できる商庖街を形成すると同時に広域生活圏内
の競合に対処していくことになる。即ち、①広域商底街
の形成、②地区毎に統ーしたテーマに基づく商庖街づく
りの二つが重要である。地区ごとに特色ある商庖街づく
りを進めて、ある程度の役割分担を行う必要がある。
また、商業近代化に係わる各種施策を①都市環境(都
市的振興方向=主に行政主導〉、②商庖街環境(商庖街
的振興方向=主に商脂街主導〕、③個庖環境(経営的振
興方向=主に個腐の努力)に分けて責任
や役割分担の明確化を図った。
広域共生拠点
札・札幌市室・室関市苫苫小牧市千千歳市
図 4 広域競争の現状と将来
さらには経営者の意識改革も非常に重
要である。各種調査結果によれば、消費
者ニーズに十分な対応をしていないとい
う指摘があった。また、商業経営者のサ
ラリーマン化(専用庖舗化:通勤して商
売〉や2種兼業化(資産運用や不動産経
営の収入>商業による収入〕も人口減少
傾向にある10万人規模の都市では、むし
ろ弊害の方が多い。
空き応舗や空き地によって商盾街とし
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ての連続性が阻害されているケースが多く、上層階を住
宅にする、共同庖舗化、空き地の共同利用(借り上げ駐
車場)、等価交換による庖舗の集約化、再配置などが不
可欠である。また、経営効率面からは、過剰な盾舗数、
売場面積の調整が必要である。さらに基礎人口が微減で
推移すると推計される以上、 「流入人口や交流入口を如
何にして取り込み、 l基礎入口の微減を補い、購買人口を
確保するかJという課題への対応が、今後の見通しを明
るくするか、否かを左右する。
購買人口は、一般的に次式で定義できる。
購買人口=a基礎人口十b流入人口+c交流人口
基礎人口 定住人口(夜間人口〉
流入人口・市外から通勤、通学、買物、通院壬の他
で来る人数
交流人口.観光、出張、その他で来る人数
バラメ←タ a、b、cの値は、一般的に
l>a>>b>>>c>u，と考えられ、表 2か
ら、室蘭市全体のaの値は 0.904となる。
4.地区別商庖街の位置づけ一
中央地区は、室蘭港(中央埠頭〉に近く、市役所、胆
振支庁、国の出先機関があり、戦前からの中心商庖街で
あった。モータリゼーショシの進展や人口移動応より、
まとまった平地があり、交通結節点である束室蘭駅(特
急停車駅で近くに道南パスタ ミナルがある〉に近い中
島地区が商庖街として急速に成長し、 1979年に小売販売
-自信水準
吸引
圃渓 状
図 ~5 地区別商届街の位置づけ
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額で中央地区をよヒ回るに至った。市内唯一の百貨庖・丸
井今井(本社ー札幌市)が1981年に中央地区から中島地
区へ移転・新築したことは、両地区の明暗を分け、中央
地区のシェアーは低下し、中島地区のシェ7ーは上昇し
てきた。(表ー 2を参照〉
前回の商業近代化計画では、 「蘭西の中央地区と蘭東
の中島地区と2つの商業中心 (2極構造)Jという考え
方をとった。当時Cl984年)、中央地区のシェア は表
2から24.8%であり、対中島比も 0.694であった。
室蘭市の商業ビジョンで述べた「広域圏の中心商底街
の形劇を実現するためには、従来の1"2つの商業中心
(2極構造)Jから脱却しなければならない。そうしな
いと、広域圏間競争や広域圏内競争に勝てず、室蘭市か
らの流出率が高まっていくことになる。室蘭市の人口が
増加しているのであれば、話は違ってくるが、今後も微
減と推計される以上、 10万人規模の都市に2つの商業中
心では中途半端になる占判断がなされた。
各地区の商庖街の現況及び特性に下室蘭市の商業の生
き残り戦略」である①広域圏の中心商庖街の形成、②地
区毎に統一じたテ マに基づく商庖街づくりを考慮し、
以下のように地区別商j吉街の位置づけを図 5のように
各地区の現状と目標水準(将来の位置づけ〕で示した。
前回調査から10年を経過した1994年6月の中央地区の
シェア は13.0%にまで低下じ、対中島比も 0.282と小
さくなっており、今回の計画で、中央地区を中島地区と
同じに考えることはできない。従って、中島地区を西胆
振広域生活圏の中心商業地である「広域
型商庖街」に位置づけ、前回の2極構造
の考え方を棄却した。この各地区の位置
づけについては、予想されたことである
が、中央地区から相当な反発があった。
輪西地区では「近隣型商庖街Jという位
22言語 置づけに反発があった。商庖街の位置づ
けは、商圏の面的な広がりによる「広域
型商庖街」、 「地域型商庖街」又は「近
隣型商庖街」の類型に加えて、各商応街
の立地特性や特徴等を反映させた「特化
型商業集積」の考え方の導入と客観デー
タによる現状に近いものを自動~準とす
る「ステップアップ」の考え方の合理性
により、最終的には合意形成が図られ、
最大のヤマ場をクリアーできた。商庖街
の目標水準の設定(位置づけ)は、 1"2 
極から l極への転換」とともに意見が最
も紛糾した部分であり、位置づけが商賠
街の格づけでないことに理解を求めた。
5 商業近代化計画の概要〈地区別)
(I)中島地区 西胆振広域生活圏の中心商庖街にふさわ
しい広域型商府街をめざす。商業集積の充実を図るとと
もに商業と密接に関連する業務機能、広域文化交流施設、
シティホテル等の立地により、集客力や魅力を向上させ
る。短中期的には、①中島中央通りの街路事業(拡幅整
備)と沿道建築物の地区整備計画の適用による充実、②
中島鷲別通りの整備、@知利別川の改修事業、④二つの
大型庖の間にある空閑地の活用、⑤回遊性をもたせるた
めの中小路のネットヲ ク形成などが重要である。長期
的にほ、 JR室蘭本線の高架事業を実現させることによ
り、東室蘭駅西日(中島地区)と東口(東地区〕が一体
化して、西胆振広域生活圏の中心商庖街形成が図られる
べきである。そのために「束室蘭地区整備構想」を早期
に策定することを提案した。
(2)中央地区:蘭西3地区の定住人日を基礎とした近隣
型商庖街に入江地区等への流入人口や観光客等の交流人
日の取り込み及び固定客の維持に努めることにより、地
域型商庖街をめざす。行政を主とした業務中心という役
割は変わらないので、既存商庖街に隣接して事業が始ま
った「レインボーフ。ロジェクト」の商業用地及びこれに
近い既存商応街の一角に意欲ある経営者が集まって、多
極複合型商業空間づくりを進める中で2ンパクトな商庖
街に再編する。 I特化型商業集積」は、①同地区は行政
中心なので業務核をテ マとした商業集積、②観光・リ
ゾ ト。スポ ツをテー ，7とlした商業集積、③伝統・歴
史・老舗をテーマとした商業集積を提示した。
(3)束地区:現状では大型庖が1届あるが、商業集積が
不十分であり、道南ノ〈スタ ミナルの移転による交通拠
点性の強化を生かして地域型商届街をめざして、 2段階
に分けて整備を図る。短中期的には道南パスターミナル
の束室蘭駅東口への移転を契機として、パスタ ミナル
と一体的になった複合商業施設や駅前周辺に再編・集約
化することで、商業集積の充実を図る。長期的にはJR
室蘭本線の高架事業を通じて交通拠点性を強化するとと
もに中島地区(特に西日〉との連携を強めて、広域型商
j古街の一角を担うことをめざす。
(4)輪西地区:現在、将来ともに地元住民に主に最寄品
を提供する近隣型商届街であるが、従来からの鉄鋼業に
加えて新しい情報関連産業従事者や来訪者を取り込み、
購買力の拡大する。特化型商業集積は、新日餓の門前町
として発展してきた地区特性を踏まえ、 「こころのふる
さと」をテーマとした商業集積を図る。
(5)本輸西地区・現在、将来ともに地元住民に主に最寄
品を提供する近隣型商庖街であるが、場外馬券場「ウイ
ンズ」や本輪西臨海公園への他地区からの来街者を取り
込み、購買力を拡大する。特化型商業集積はウインズ、
旧貯木場の水面、本輸西川、本輪西臨海公園等を考慮し
で「水辺のレジャ 」をテ マとする商業集積を図る。
日 商業近代化計画の策定に関わる問題点と課題
([)経営者の行政への依存体質
商業近代化計画は、今後10年間の商庖街や個庖の近代
化がメインテ←マであるが、道路整備、公園整備、公営
住宅の建設(定住対策の一環)、公共施設(文化ホ ル
や美術館など〕の建設を求める戸の方が大きく、商1古街
や個庖をどうするかについての芦が小さい。
また、国鉄清算事業団用地を中心とした土地区画整理
事業について、模様眺めの姿勢が根強く、事業団用地の
一等地が外部業者に落札されることも危↑具される。
(2)商底街組織の問題点
①経営者の世代交代の遅れ 古い商庖街ほど、実権を持
っている人と商庖街組織の役員が異なり、問題に対する
反応が遅い傾向が見られる。商売及び資金の両面で経営
者の若返りを進めることが活性化に必要である。
②過去の栄光.室蘭市の人口が 183千人でピークを迎え
た頃の商庖街の活況(にぎやかだった頃の栄先)を拭い
きれてない。
③小売業の2麗兼業化・資産運用による収入や不動産経
営による収入や年金収入が、小売業による収入を上回る
「小売業の2種兼業化」が少なくない。
④後継者問題:後継者がいない場合、投資意欲や経営意
欲に欠け、また、 2種兼業化しやすい傾向にある。
⑤職住分離.小売屈の専用庖舗化が進み、経営者が他地
区から通勤して商売をする形態となり、地元ニ ズの把
握や定住人口確保等の面でマイナスに作用している。そ
こで、経営者が庖舗併用住宅に住むこと、専用応舗の場
合には同じ地区内に住むことを提案した。
⑤合意形成の困難性:急速な商業環境の変化に対して商
庖街組織の合意形成に時間がかかりすぎて、的確な対応
が遅れる。合意形成をしτ一斉に近代化しても、完成時
がピ クで、次第に陳腐化する。逆に合意形成ができな
い場合、何もしないことになる。今回の計画では、やる
気のある人たちが既存組織の枠を超えて、横断的に集ま
る方式を提案した。やる気のある人たちが集まった場所
(個庖の集合体又は共同庖舗+駐車場)を『極』と定義
し、結果的に幾つかの極が、意図的な時間的なズレ(タ
イムラグ〉を持って、連鎖的な商業空間を形成する『多
極複合型商業空間づくりJを提案した。
⑦即地的な提案の困難.プロジェクトを例示的に示して
も、該当敷地に実際の立地が決まったかのような反応が
見られた。このために提案が唆昧な表現になったり、計
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画者がベストと思う場所を明示しにくい。
(3)行政の守りに徹した姿勢
室蘭市は、商工、都市、企画の三つから担当職員が、
委員会や分科会に出席しており、部課によってニュアン
スやスタンスが微妙に異なっていた。行政によるチェッ
クが入ることで、明確にされた問題点や課題が唆昧にな
ったり、具体的あるいは即地的な提案がボカサれ、委員
会や分科会で、具体性に欠けるといった指摘を受けた。
①既定計画との関係:室蘭市総合計画その他の各種既定
計画との関係が、商業近代化計画を策定する場合には大
きな問題となる。既定事業や既定計画以外のことを商業
近代化計画に盛り込もうとすると、行政側が商陪街など
に約束をしたように受け取られることを強く懸念して抵
抗した。商業近代化計画は、市の計画ではないので、既
定計画に拘束される必要がないことを言明した。
②室蘭市総合計画との関係:室蘭市総合計画は、 1997年
の人口を 130千人と想定しているが、現実は1994年7月
末で 113千人と微減している。小売業は人口に比例する
業種であり、商業近代化計画策定に将来人口の予測は不
可欠である。今回の計画期間を1995年から10年間程度と
して、 2005年の将来人口を推計したところ 107千人とな
った。これに関して室蘭市総合計画の将来人日 130千人
と異なるのは図る、市議会で人口定住対策が問題にされ
ており、将来人口減少という予測は困る、あるいは人口
予測なしで進められないかといった意見があった。
総合計画の常住人口を使わずに、商業近代化計画では
基礎人口と呼ぶことで妥協・調整が図られた。
③市議会との関係・市が市議会との関係で、議会中に商
業近代化関係でクリテイカルな事項について問題にされ
ることを回避したがる傾向が見られた。前回の計画では
「室蘭市の商業構造は蘭西の中央地区と蘭束の中島地区
の2極構造」であったが、今回の計画では「広域商業地
は中島地区のみ」とした基本方針を日月初めに提示した
後に定例市議会が開催され、蘭西を地盤とする議員から
の質問等を懸念し、かなり神経質になっていた。
④市長選との関係 計画策定中に岩田弘志室蘭市長 (4
J明日)が1995年4月の選挙(統一地方選挙)に不出馬を
表明した。現職市長が5選をめさす場合、前回の計画の
r2極構造」から今回の計画の r1極構造(広域型商庖
街は1つ)Jへの大胆な転換は、むずかしかったかもし
れなし、。蘭西地域 f中央地区が中心)と蘭東(中島地区
が中心)の対抗意識を表面化させないことが、市長候補
に求められる当選のある種の条件である。
(4)マスコミとの関係
商業近代化計画策定業務は、地元紙の『室蘭民報』や
地方紙の『北海道新聞』で、委員会や分科会や調査結果
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の公表の度に報道された。全国紙の『読売新聞』の胆振
版でも、商業近代化計画の記事が掲載された。商業近代
化計画の策定プロセスが報道されることは、読者(消費
者〉の利益になるという判断から、委員会や分科会はす
べて公閉じ、情報もできる限り提供した。各商賠街の位
置づけの際に「格づけ」と受けとれる新聞報道に対して
神経質すぎるような反応が一部に見られた。
7 商業近代化計画のフォローアップ
「商業近代化計画は、近代化でなく、スタ トにすぎ
ない」という認識の下で、の商業近代化計画の完成を受
け、 1995年5月に室蘭商工会議所は、計画をフォローア
ップするために『室蘭地域商業近代化推進運営協議会』
を設立した。メンバーは各地区元商庖街代表、室蘭市、
商工会議所、室蘭工業大学等である。 5月には各地区で
近代化計画の説明会を開催した。 9月から発行の『商業
近代化ニュ ス・進め 1商応街(季刊)~の内容は、各
地区の取り組み状況、関連制度の紹介、先進事例の紹介
等で、 3千部が商業者を中心に配布されでいる。
各地区で近代化計画実施に向けた組織として、中島ま
ちづくり委員会、東地区まちづくり委員会、輪西地区活
性化推進協議会、中央地区商業近代化推進委員会、本輸
西港北地区活性化促進会などが設立された。既にいくつ
かの事業は着手され、進捗中である。(詳細は省略)
商業近代化計画は法的拘束力がない。東地区商庖街と
輪西地区商庖街のほぼ中間に20年余り放置されていた日
鋼社宅跡地(図 2を参照)にシ主ッピングセンタ 構
想が浮上し、 1996年12月に日鋼と室蘭生協(日鋼の物資
部が前身〉が、商業近代化推進運営協議会に計画を説明
し、実現に理解を求めた。東地区商庖街と輪西地区商店
街が反対を表明し、宙に浮いた状態になっているが、日
鋼側は断念してない。
大規模小売盾舗法が新規出庖の売場面積や休日日数等
を規制するだけでまちづくりの視点に欠けること、大規
模工場が工業地域や工業専用地域でないと建てられない
のに対して、大型庖の立地は商業地域や近隣商業地域に
限定されてないので用途地域未指定の区域や準工業地域
の工場跡地等にも立地できること等が、日鋼社宅跡地の
問題のように計画的な商業地形成を阻害している。
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